
事業番号 459

　　　　　　　　　　　　　平成23年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名 (独)国際観光振興機構運営費交付金 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程
度以内）

海外における観光宣伝、外国人観光旅客に対する観光案内その他外国人観光旅客の来訪の促進に必要な業務を効率的に行うことによ
り、国際観光の振興を図る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・外国人観光旅客の来訪を促進するための宣伝。・外国人観光旅客に対する観光案内所の運営。通訳案内士試験事務の代行。・国際観光
に関する調査及び研究。・国際観光に関する出版物の刊行・国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等。

事業開始・
終了(予定）年度

Ｈ１５～ 担当課室 国際観光政策課
課長

柏木　隆久

会計区分 一般会計 施策名 ２１　観光立国を推進する

1,9721,905

22年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

独立行政法人通則法４６条
(独立行政法人国際観光振興機構法)

関係する計画、
通知等

観光立国推進基本計画

予
算
の
状
況

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

1,999

繰越し等 － －

1913

24年度要求

－－

1,972

当初予算 2,017

－

20年度 21年度

補正予算 －

23年度

－

計 2,017 1,999 1,905

－

100% 100% 100%

1,999

成果指標 単位 20年度

1,913

執行額 2,017

執行率（％）

達成度

21年度

％
107％
99％

151％
101％

1,905

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

22年度
目標値
（22年度）

ウェブサイトのアクセス数
JNTOが支援を行った旅行商品による訪日旅行

者数
訪日外国人旅行者数

成果実績

ページビュー

人
人

6,765万
48万
835万

1億870万
50万
679万

1億6,890万
66万
861万

1億4,800万
52万
1000万

114％
127％達成度 ％ 99％

83.5％
101％
67.9％

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標 単位

活動実績

（当初見込
み）

言語
市場ウェブサイト言語数

訪日ツアー造成・販売支援事業実施市場数

127％
86.1％

12
16

20年度 21年度 22年度

11
23

23年度活動見込

－ － － －

9
19

9
22

単位当たり
コスト

○ウェブサイトのアクセス
　0.73　（円／ページビュー）
  【参考】平成21年度：1.06　（円／ページビュー）

○JNTOが支援を行った旅行商品による訪日旅
行者
　550　（円／人）
 【参考】 平成21年度：1,060　（円／人）

算出根拠

○ウェブサイトのアクセス
平成22年度執行額をウェブサイトのアクセス数で除した。
123百万円÷1億6,890万ページビュー＝0.73　円／ページビュー
○JNTOが支援を行った旅行商品による訪日旅行者
平成22年度執行額をJNTOが支援を行った旅行商品による訪日旅行
者数で除した。
361百万円÷66万人＝550　円／人

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

独立行政法人国際観
光振興機構一般勘定
運営費交付金

1,972 1,913

退職手当が減少したため。

1,972 1,913計



事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 企画・立案・調査に関わる業務は国（観光庁）に一元化
し、当法人は海外事務所を基盤とした業務に重点化す
る。民間と競合する海外プロモーションの国委託事業へ
は不参加とし、民間に委ねる。また、法人直営の外国人
国内観光案内所（ＴＩＣ）を廃止する。

△
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○

点
検
結
果

　２３年度から企画・立案及び海外で実施する必要のない調査に関する業務を国（観光庁）に一元化した。また、海外プロモーションの国委
託事業には参加せず、民間に委ねた。
　法人直営の外国人国内観光案内所（TIC）は、平成２３年５月２７日に企画競争説明会を実施し、６月２４日に応募書類提出を締切ったと
ころ。７月中に審査会を開催し、委託業者を決定、１０月上旬に契約を締結、平成２４年１月上旬から委託開始予定である。
  海外事務所については、北京及びバンコク事務所について、国際交流基金の事務所との共用化等のため、同基金の入居するビルへの
移転を平成２３年８月までに行うべく、北京は５月３０日、バンコクは、５月３１日に契約を締結し、手続きを開始した。また、他の海外事務所
は、個々の必要性等の見直しの結果、政府の目標である訪日外国人誘致施策遂行上必要不可欠であることから、現状を維持するものの
個々の事務所において必要に応じた規模の縮小や合理化を進めるとともに、国際交流基金のパリ事務所との共有化についても、引き続き
外務省及び国際交流基金と調整を行うこととしている。
　以上のように、事業仕分け等の結果を踏まえ,着実に改革を推進している。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

海外事務所については、現地密着主義のもと、現地実
施本部として機能させるべく、個々の必要性等を見直す
とともに、連携効果が見込まれる他機関との共有化を
進めるための検討を行い、具体的な結論を得る。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

予算監視・効率化チームの所見

一部改善
③、⑤

既に一部競争入札の導入を行っているが、引き続き、予算執行効率化の観点から調達手法の改善（競争入札の導入、一社応札
の抑制の取組等）を図るべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

チーム所見を踏まえ、入札にあたっての十分な公告期間の確保、仕様書の内容の見直し、入札参加要件の緩和等の措置を引き続き図っていく。

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

○「事業仕分け第２弾」「事業番号Ａ－２３」
事業名
(1)観光旅客来訪促進業務(ウエブサイトによる海外宣伝、メディア広報)
(2)観光旅客来訪促進業務(招請事業)
(3)観光旅客来訪促進業務(訪日ツアー造成・販売支援)
(4)外国人旅行客の受入体制整備
「ＷＧの評価結果」
国に戻して国としてのロードマップを企画立案、その上で民間に委ねるべきものは民間に委ねる方向で早急に検討。独立行政法人直営の受入
体制(外国人観光案内所)は廃止。
「とりまとめコメント」
観光旅客来訪促進業務については、事業の廃止が１名、民営化を含め民間の判断に任せるが５名、国が実施機関を競争的に決定し、事業規
模は現状維持が２名、他の法人で実施し、事業規模は縮減が１名、国等が実施し、事業規模は縮減と拡充が１名ずつ、当該法人が実施し、事
業規模は縮減と現状維持が２名ずつ、となった。
　ばらつきがあるようにみえるが、内容をみると、この独立行政法人で実施する意味がわからないという意見が多い。すなわち、民間でできるも
のは民間に委ねる、競争入札に独法が応札することがわからない、民間に任せても十分、予算を確保し民営化する、国としての戦略をしっかり
立てて運営は民間に、国がやるべき事業である、観光庁の企画立案がしっかりできていないので独法にやらせるべきことが明確になっていな
い、ということで、意見は皆さんほぼ同じである。したがって、この事業は、独法に委ねるのではなく、いったん国に戻して、国としてロードマップ
をしっかりと企画立案をして、その上で民間の競争に委ねるべきものがあれば委ねていくという方向性で検討していただきたい。
　外国人旅行客の受入体制整備については、事業の廃止が２名、事業の実施は各自治体／民間の判断に任せるが５名、うち民間が２名、自
治体が１名、国が実施機関を競争的に決定し、事業規模は縮減・現状維持・拡充がそれぞれ１名、他の法人で実施し、事業規模は縮減が１
名、当該法人が実施し、事業規模は縮減が４名となった。
　これもばらついているようにみえるが、内容をみると、ほぼ全員が、直営で独法が実施することは見直してもらいたい、すなわち直営は廃止、
という意見を書いている。したがって、独法直営の受入体制（外国人観光案内所）は廃止するという方向で検討していただきたい。



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

観光庁

Ａ （独）国際観光振興機構

観光庁

１，９０５百万円

Ａ．（独）国際観光振興機構

１，９０５百万円

海外における観光宣伝、外国人観光旅客

に対する観光案内、その他外国人観光旅

客の来訪の促進に必要な業務を実施。

国際観光の振興を図るため、国際観光

振興機構が実施する、外国人観光旅客

の来訪促進にかかる事業について、中

期目標の策定、業務実績の評価等を通

じて指導・監督する。

Ｂ．民間企業（１９社）

７２８百万円

【一般競争入札】

【随意契約】

海外宣伝事業、国際会議誘致事業等

の実施。事務所借料、事務所維持費。

観光庁

Ａ （独）国際観光振興機構

観光庁

１，９０５百万円

Ａ．（独）国際観光振興機構

１，９０５百万円

海外における観光宣伝、外国人観光旅客

に対する観光案内、その他外国人観光旅

客の来訪の促進に必要な業務を実施。

国際観光の振興を図るため、国際観光

振興機構が実施する、外国人観光旅客

の来訪促進にかかる事業について、中

期目標の策定、業務実績の評価等を通

じて指導・監督する。

Ｂ．民間企業（１９社）

７２８百万円

【一般競争入札】

【随意契約】

海外宣伝事業、国際会議誘致事業等

の実施。事務所借料、事務所維持費。



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる
ように記載）

A.（独）国際観光振興機構 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 役職員給与　等 1,177

コンベンション振興対策費 12

海外観光宣伝事業費 465

物件費 受入対策費

調査研究費 13

13

一般管理費 225

0計 1,905 計

Ｂ.（株）東京交通会館 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

物件費 本部事務室及び地下倉庫の賃貸借料等 153

金　額
(百万円）

費　目

0

C. G.

計 153 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　額
（百万円）

入札者数

㈱東京交通会館 153

支　出　先 業　務　概　要

3
㈱ラユニオン・パブリケー
ションズ

英語版ホームページの増強 11

落札率

随意契約

2 エヌ・ティ・ティ・コミュニケー
ションズ㈱

1

2 99.1

随意契約
（企画競争）

随意契約
（公募）

3 55.5ホームページ多言語店舗情報検索システム 2

4 (有)ディスクマイスター 宿泊横断検索システム等のスマートフォン対応業務 7

5 日本通運㈱

6
㈱ＪＴＢコミュニケーション
ズ

国際会議の経済波及効果測定プログラムの作成 5

倉庫保管料等 10

8 ㈱石田大成社 アラビア語版ホームページの構築 4

随意契約
（企画競争）

7 ㈱オメガコム ウェブマガジン企画制作業務

72.410 ㈱八芳園 フォーラム会場借り上げ 3 3

3

随意契約
（企画競争）

5

5 86.9

随意契約
（企画競争）

9 ＫＤＤＩ㈱ デスクトップパソコンの購入

本部事務室及び地下倉庫の賃貸借料等

観光情報システム運用環境の増強
随意契約
（公募）

8

2 51.9宿泊施設情報検索システム高度化業務 2

1 93.7情報ネットワークシステム賃貸借料 10


